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賃労働論におけるマニュファクチュア

清 山 卓 良広

はしがき

第 1節 絶対主義の賃金・労働政策とマニユフアクチユア

第 2 節 マニユフアクチユアにおける賃労働関係の現実過程

第 3 節 マニユフアクずユアにおける賃労働関係の展開構造

はしカ3 き

マニユフアクチユアは，その技術の手工業的性格のゆえに，農村家内工業お

よび都市子工業を深部から変革する乙とができず，むしろ，その広汎な基礎の

上に成立する。それは，社会的分業の発展とプロレタリアートの成立とをより

大規模に促迫しながらも，農業と工業の完全な分離を遂行しえず，プロレタリ

アートの徹底的な創出をなしえない。プロレタリアートの本格的な成立は産業

革命をまたねばならなかった。

しかしながら，マニユフアクチユアは，資本およびプロレタリアートの一応

の成立を前提してはじめて存立しうるのであり，いうまでもなく産業資本の端

緒形態として把握さるべき性質のものである。そこでは「マニユ」労働者は生

産手段から分離されており，彼らと「マニユ」資本家との間にとり結ばれる関

係は賃労働関係として理解されねばならない。さらに「マニユ」段階にあって

は，小営業はマニユフアクチユアの付属物と化し，それとともに家内労働者は

資本主義的家内労働者に転化するのであり，したがって後者もまたマニユフア

クチユアの賃労働関係のうちに包摂される。

マニユフアクチユアの技術的制約は「マニユ」特有の労働力編成と賃金・労

働条件を不可避とするのであるが，周知のように，それらは総じて国家権力の

賃金・労働政策によって支えられる。このような意味において，マニユフアク
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チユアの賃労働関係は，機械制大工業のもとで形成されるそれとは明確に区別

されるのであり，前期的賃労働｜均係と規定して差支えないであろう。にもかか

わらず， 「マニユ」賃労働関係それ自体の展開構造は， 「マニユ」賃労働関係

の止揚と近代的賃労働関係への展望とを，うちにもつものでなければなろな

い。本稿は，資本主義の発展が典型的であったとされるイギリスに例を求めつ

つ， 「マニユ」賃労働関係の特質とその展開構造とを明らかにしようとするも

のである。

第1節絶対主義の賃金・労働政策とマニユフアクチユア

ほぼ16世紀後半から18世紀60年代にいたる時期はイギリス資本主義発達史に

おける「7 ニユ」時代として担保される。

周知1のように，マニユフアクチユアは，その資本としての系譜および性格，

したがって資本蓄積の方法における差異！と応じて， 「特権マニユJと「Fから

のマニユ」の 2調型に大別される。前者は，前期的資本の生産過程j巴挺という

点lこ特質をもち，かならずしも主要な利潤源泉を生産過程に求めるものではな

い。そこでは， 「マニユ」形態での生産過程への資本投下は，下からの資本主

義発展の所産である小営業の「マニユj展開への対応として，当初には問屋制
（註1)

自；i貸の維持・強化によって， i去にほ絶対主義の初期独占ニ特権的保護によっ
（註2)
て，前期的利潤 あるいは「初期」独占平lji間一ーを抽出しえた限りにおいて

i忠義をもつにすぎなかった。 「特権マニユ」の再生産構造のうちには， 「マニ

ユj展開の帰結としてのマニユフアクチユアの機械制工業への転化というff業

資本民闘の積極的な契機はみろれない。この点に，その「下かちのマニユ」と

の対立的な側面が決定的lこ示される。

かくて， 「特権マニユ」における前期的利潤の確保・増えのためには，産業

独占の強化とともに， 「卜からのマニユ」展開の封殺がなされねばならなかっ

た。それは絶対主義の工業政策として貫かれる。いわれるように，

産業独l上i政指（ 工業政策）が保護貿易政策と結合しつつ先進大｜持議国からの

新産業の導入・雌立を目的とするものであり，後進国イギリスの経済j在民にと
（註3)

って杭倒的な江味をもちえたとしても，それが小営業のマニユフアクチユアへ
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の推転あるいは「下からのマニユ」展開がなされつつあったような産業にも及

ぶときには，初期独占は「下からの」資本主義の発展にとって決定的な姪桔と

なる。したがって，国内競争を禁止し，価格および生産量の統制を行なう絶対

主義の産業独占政策は，小営業展開の帰結としての下からのマニユフアクチユ

ア資本の利害と本質的に対立するものであった。

市民革命は，このようなマニユフアクチユアの産業資本展開における「上か

らの途」と「下からの途」という全く性質が異なり利害相反するこつの途の衝

突の所産であり， 「特権マニユ」の存立基盤を払拭することによって， 「マニ

ユ」展開におけるレツセ・フェア原理の貫徹とその勝利を示すものにほかなら
（註4)

なかった。したがって，イギリスにおける「マニユ」展開史研究の課題は，市

民革命の時期lこ至る 2類型のマニユブアクチユアの展開構造における対立関係

の析出にあり，なかんずく「下からの途」の「上からの途」圧倒の必然性を示

すことでなければならない。

にもかかわらず， 「特権マニユ」は，それが資本の「マニユ」形態における

生産過程定着を意味する限りにおいて，すなわちその産業資本的側面において，

「下からのマニユ」と共通する。この共通点乙そが相対立する 2類型のマニュ

フアクチユアの賃金・労働政策を一致せしめた理由にほかならない。いうまで

もなく，賃労働者に対する搾取と抑圧機構の構築はマニユフアクチユアの存立

と再生産の継続のためには重要にしてかつ不可避の前提条件であった。このよ

うな怠味において， 「マニユ」賃労働関係の分析に際しては絶対主義の賃金・

労働政策，およびその具体的発現としてのマニュファクチュアにおける賃金・

労働条件一一特に「特権マニユ」におけるーーが分析の出発点におかれねばな

らない。

「マニユ」生産は，周知のように手工業的労働の分解・簡単化による「分業

にもとずく協業」として特徴ずけられる。したがってマニユフアクチユアの成

立は，工業における「小営業」段階にくらべて生産力の飛躍的発展をもたらす

ものであり，これにともない大量の「マニユ」労働力を必要とするものであっ

た。当時，すなわち「マニユ」成立の当初には，資本の原始蓄積の対極として
（註5)

大量の「失業」労働力＝「無産貧民」の存在が認められるのであるが，彼らは
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直ちに「資本市｜！的失業者」として機能するものではなかった。そのためには，

彼らは資本主義の搾収と抑圧機構のなかに汲み込まれ陶冶されねばならなかっ

た。すなわち， 「暴力的に土地を収奪され，放I£され，浮浪FJとされた農村民

は，奇怪兇暴な法律に鞭打た才L，焔印され，拷問されて，賃金労働の制度に必
（註6)

望な訓練を施され」ねばならなかったのである。かくして，これらの「環境の

強制」によって保亘貧民と化したひとびとは，チユーダ一朝の全時代およびジ

エームス工世の治 Fを通じて「山握い立法」 Blutgesetzgebung として知られ

る「；］朋救貧法」によって， 7 ニユフアクチユアの新たな労働規律に対応すべ

く「心理的］および「技術的」初期性を克服しつつ，急速に賃労働者として陶

冶されていったのである。

このように当時の労働市場には賃労働者として創出され陶冶された労働力が

不断に供給されたのであり，ために労働市場における労働力の需給の均衡は大

きく破壊されたc 結果は賃金のドラスチックな下落であった。すなわち，賃金

は， 16世紀のはじめから市民革命！こ至るまで，当時の価格革命による物仙騰貴
（註7)

と結節しつつ，一貫した下落をノJミすO クチンスキーによって当時の賃金の大ざ

っぱな推移を友わした第1表は乙の聞の事情を如実に示しているu たとえば，

1603年から42年に至る40午問の農業労働者賃金の平均ば1451～1500年のそれの

わずかに3896でしかない。それが労働力の圧倒的な供給過剰に起同するもので

第1表 小麦価栴て、測定された賃金の購買力の推移（1351 1642) 

（指数， 1451 1500=100) 

期 間｜農業労働者｜指物師｜大 工 l左 1古

1351-1400 ! 54 j 83 70 85 

1401-145つ 84 i 107 90 94 

1451-15伺 1明！ 10つ 100 10'.l 

1501-1550 84 i 86 80 78 

1551 1602 59 58 56 53 

間一1仰 38 32 I 30 31 

資料） J. Kuczynski, Die Geschichte der Lage der Aτbeiter in England 

von 1640 bis in die Gegenwart, Tei! I”ss. 23, 49. より作成。
註） 本友は，ロジャースの資料にもとずき，ステッフエンが計算したものであ

ーァ，；，。
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あるだけに，賃金の下げ幅は相対的に高度の労働力支出を要求される熟練労働

部門についてとくに大きかった。すなわち，農業労働に比して高度の熟練労働

である指物師・大工および左官の賃金は同じ時期にはそれぞれかつての 32.5

%, 29.6%, 30.5%でしかなく，労働力の原始蓄積を契機とする賃金水準のド

落が特に熟練賃金において著るしかったことが示される。

かくて，当時の労働者は年々悪化した状態で再生産されたのであり，それは

資本の原始蓄積に対応する労働力の原始蓄積政策lとより支えられた。職人賃金

は職人自らを辛うじて扶養しうるものにすぎなかったし，農業賃金についてい
（註8)

えば，それが土地給付と共同用益権によって補われた限りにおいて，農業日雇
（註9)

の生存は可能だったのである。 16世紀の賃金は文字通りの「生存賃金」＝飢餓

賃金にすぎなかった。このような農業における低賃金に基盤をおく低賃金構造

の確立こそはマニユフアクチユアの成立と再生産のための前提条件であった。

マニユフアクチユアは手工業的労働の分解・簡単化による「分業にもとずく

協業」の成立とともに出現し，工業における不熟練労働者層を新たに作り出し

た。しかし，依然として手工業が基礎であり，なかんずく基軸工程は熟練労働
（註10)

に依存する。したがって， 「依然として手工業的熟練が正に生産過程の基礎」

であり，マニユフアクチユアはその生産過程のうちに自律的な労働者統轄機構

をもちえない。それがぬえに「マニユ」労働者集団の抵抗は大きな意義をもつ

のであり，彼らの抵抗に直面したとき，マニユフアクチユアは労働者統轄機構

の脆弱性を激しく露呈しつつ，その再生産＝資本蓄積ははなはだしい困難に逢

着せねばならなかった。

マニユフアクチユアの再生産を維持するためには，さらに「マニユ」労働者

の団結を禁止するとともに，その賃金・労働条件が国家権力による直接的な規

制のもとにおかれねばならなかった。すなわち，国家権力の賃金・労働政策を

媒介することによって「マニユ」労働者の劣悪な賃金・労働条件は現実化しう

るのである。それはチユーダ－絶対王政の賃金・労働政策において典型的に示

される。 1563年の徒弟条例がそれである。

まず，賃率引上げのための労働者の団結はエドワードVI世の1548,49年の条

例および徒弟条例における共同謀議罪の適用によって厳しく禁止された。つぎ
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に労働時聞については，夏季は朝5時から夕方7～8時まで，冬季は夜明けか

ら夜まで，そのうち休憩時間は夏季2時間半，冬季2時間という，労働時閣の

最低限が画一的に鋭定されている。徒治条例がこのようlと最低労働時間を画一

的に規定することにより，労働時間延長法としての側面を有した乙とについて

はすでに多く指摘されている。

さらに， 「マニユJ賃金の低水準への固定は徒tit条令が何よりも目的とした

ととろであった。賃金は各州・各都rliの治安判事の裁定により各州・各都市毎

に各職種の最高賃率を規定された。徒弟条例による賃金裁定は，全国的労働r!T

tfi＝統一的賃率の未成立を反映しつつ，ナHまたは都市単位で実施されたのであ
（註11)

るが，その実施の初先においてすでに「対建賃金」における労働者の「生活保

障原則」を放郷していた。賃金が飢餓賃金であるときエンゲソレ係数を算出する

ことそれ自体すでに無意味であるが，にもかかわらず，第2表は徒弟条例によ

る裁定賃金が飢餓賃金であり，それとともに生活保障原則が放棄された乙とを

明示している。

かくして，徒必条例の目的は， 「マニユ」賃金における飢餓賃金を政策的に

貫徹せしめることにより，マニユフアクチユアの再生産条件を機構的lこ確立す

ることにあった。しかも，そのためには生活保障原見IJは放棄されてかえりみら

れなかった。このように，エリザベス救貧法と徒弟条例とは車の両輪であっ

た。すなわち，国込みによって創出された大量の無産貧民は，まず労働力の本

源的蓄積政策としての初期救貧法によって心理的および技術的初期性を克服せ

しめられつつ労働rF場に登場したのであり，ついで徒煎条例によって劣悪な賃

金水準と労働条件でもって，生成しつつあるマニユフアクチユアのうちに定着

・固定せしめられたのであった。後者は， 「マニユ」労働者の「組織された不

満を示すあらゆる表現または行為を鎮圧し，彼がその自然権 NaturalRights 
（註12)

について考えたとき，彼にたいする処罰を加重することに世事してきた」と指

摘されるように，賃金・労働条件の改善を目的とする［マニユ」労働者の団結

禁止規定によって強く支えられるものであったことについてはいうまでもな

いc

すでにみたように，賃金裁定は「マニユ」賃金を飢餓賃金水準に固定すると



第 2表賃金裁定における賃金と食糧価格

必家族要年穀価問料 エンゲ Jレ係数（%）
用 地 域 規制方式

£ s. d. £ s. d. £ s. d. 職 人｜農業日雇

1495 全 国 最低賃率規定 7 10 0 5 。。1 9 11ろえ 19.9 29.9 

1533 I; I; 10 。ハ、， 5 。。2 15 3% 27.6 55.3 

1564 Jレ ト フ ン ド 最高賃率規定 10 12 6 8 15 。7 1 5弘 66.5 80.8 

1593 イースト・ライデイング I; 9 7 6 6 5 0事＊7 10 8 80.3 120.5 

I; チェスター市 I; 7 10 。5 。。 －・，．．．．．． ．．．．．． 

1597 I; I/ 
5～10～O 3 10 。来1来9来 5 。 550.0 
～ 4 10 0 

1610 Jレ ト フ ン ド I/ 11 5 。8 2 。令長i2 13 9 112. 7 156.1 
1651 コニ セ 、y ク ス I/ 19 7 6 17 10 。17 9 9 90.2～82.。99.9～90.7 ～15 17 9 
1661 I/ 力 ．．．．．．．．． 17 10 。 ・・・・・・．．． ．．．．．． －．．．．． 

1682 サ フ オ ク 。 21 5 。15 。。15 7 。 72.3 102.3 

1684 ウ オ リ ク 作 15 。。10 。。14 12 6 97.5 146.2 

1725 ランカシヤー I/ (1最5高） 0 。(1普2通） 10 。15 18 3 106.1 127.3 

資料） J. E. T. Rogers, Six Centuries of Work and Wages, pp. 388～398.より作成。

註） ＊年労働日は50労働週（週労働日は6日）として計算した。農業日雇賃金については，冬季賃金の低さと農繁期賃金の高

さとが相殺されるものとした。

制年間必要量は小麦3クオ｛ター，麦芽3クオーター，オートミーJレ2クオーターとした。

料来一部推定を含む。
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とを基本的な目的とするものであった。それとともに，賃金裁定における裁定

賃金は，地域的に形成しつつあった統一的平均賃率 uniformaverage rate of 

wagesを反映しつつ，労働市場における労働力の需給関係によっても影響を

うけざるをえなかったということをもう一つの重要な特徴としている。賃率に

おける格差は，職租問についてはいうまでもなく，夏季および冬季賃金の区

別，農繁賃金の担定などについてみられる。ところで，マニユフアクチユアの

成立は，一方ーでは，手工業的活動の種々の部分作業への分解とともに，単純な

諸作業を労働者の専属機能として固定するに至り，大規模な不熟練労働者層の

形成をもたらすとともに，他方では，基軸工程における熟練労働の残存をとも

なうものであった。その当然の帰結として，賃金持差はマニユフアクチユア内

部に持ち込まれざるをえない。その結果， 「マニユ」賃金を特徴ずける飢餓賃

金と格差賃金とのあいだの矛盾があらゆる機会に表面化せざるをえなかった。

マニユフアクチユアは， 「マニユ」展開の進展とともに，その産業資木とし

ての性絡，産業内部における生産過程の特質（熟練の分解と残存における虚業

間格差），あるいはまだ経済構造の地域差などによって影響される。このこと

は，徒弟条例の利用を拒否するものではないが，その画一的な利用を極めて同

推なものとする。マニユフアクチユアにおける労働者抑圧の発現形態は地域・

産業に応じて異ならざるをえない。かくして，マニユフアクチユアにおける賃

金・労働条件の考察がつぎの課題となる。

註1) 毛織物工業における「都市織元J＝「間民制マニユJの経常様式，およびその対

},b形態の発受についてば，大塚久雄， 「近代欧州経済史序説］上の2，改訂版 pp.

281十 404.参照。 Cf勺 E.Lipson, The History of the Woolen and Worsted 

Industries, pp. 36 71 

註2) 初期独占については，たとえば， Cf”H. Levy, Monopolies, Cartels and 

Trusts in British Industry, pp. 3-72. Cf., G. Unwin, Industrial Organizaじ

ion in the 16th and 17th Centuries, Ch. 4--7. 

註3) Cf＇ふ U.Nef, The Process of Technology and the Growth of Large 

Scale Industry in Great Britain, 1540-1640, Eco. H. R”Vol. 5”No 1. 

註4) Cf”H Revy, ibid., pp. 60 72. 
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註5) Vgl吋 J.Kuczynski, Die Geschichte der Lage der Arbeiter in England 

von 1640 bis in die Gegenwart, Teil I. , S. 45. 

註6) マルクス， 「資本論」岩波文庫版， 4分冊 p.308. 

註7) 価格革命による物価騰貴，とくに農産物価格のそれについては， Cf.,E Kerr-

idge, The Movement of Rent, 1540-1640, Eco. H. R., 2nd Ser., Vol. 6., No. 

1. 

註8) とのような慣習はかなり広汎に存在していた。政策としても，たとえばエリザ

ベス政府は農民保有地 peasantholdingsの創出を奨励し， 小屋住農に土地4エー

カーを割当てることを勧めている。 Cf.,J. E. T. Rogers, Six Centuries of Work 

and Wages, p. 349. 

工業賃金においても，北部毛織物工業地帯にみられるように賃金と小土地保有との

関係はかならずしも失われていない。 （大塚久雄， 「綜劃運動と農村工業」〔小野武

夫博士還暦記念論文集， 「西洋農業経済史研究」所収〕参照。）

註9) Cf吋 J.E. T. Rogers, ibid., pp. 353-5. 

註10) マルクス， 「資本論」 3分冊， p.52. 

註11) 賃金なる範庸は資本範障の成立とともに成立するのであり，封建社会において

賃金範障が寄在しえないことはいうまでもない。乙こでは，封建社会における労働者

の労働力支出にたいする対価の支払という意味で用いたにすぎない。

註12) J. E. T. Rogers, ibid., p. 3%. 

第2節マニフアクチユアにおける賃労働関係の現実過程

イギリス炭鉱労働者はエリザベス女王即位後ほぼ 1世紀半の産物であり，そ
（註1)

れ以前には石炭採掘は農民の副業として営まれたにすぎなかった。 16世紀後半

以降における石炭需要の急速な増大は同時に「マニユ」形態による採炭を一般

化したのであり，主業として形成された炭鉱労働者は当初から賃労働者として

現われた。すなわち，ネフ教授によれば， 「1～2.5万トンを出炭し，時には

数百人を雇用する炭坑は1640年以前にイギリス北部，スコットランドおよびミ
（註2)

ツドランドにおいてすら一般的になったJといわれ，イギリス炭鉱労働者は17
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世紀末には総数1.5～1. 8万人に達し，その半数は100人以上規枝炭鉱で働いて
（註3)

いたといわれる。

このように，イギリス炭鉱業におけるマニユフアクチユアはいわゆる「二三担

1英マニユ」として存在し，その事業場当り平均労働者数は他産業および大陸
（註4)

諸国炭鉱業のそれを大きく凌駕していた。しかしながら，直接生産点における

炭鉱労働は先山と後lh編成であり，それは「協業体形を基礎とする分業の~大
（註5)

な集大成，有機的マニユ」の域にとどまるものであった。したがって，採炭作

業は炭鉱労働者の裸手労働によって遂行されたのであり，出炭の増大はもっぱ

ら労働者の増加に依拠するものであった。

このため，炭鉱労働者にたいする労働需要は16世紀後半以降急増するのであ
（註6)
るが，それは治安判事の援勘のもとに各地を浮浪している無産貧民の強制徴募

によって充足された。しかも，その移動範囲は極めて広範囲に及んでいたので

あり，それは炭鉱地慌における炭鉱夫および石炭運搬犬の住居集落の広汎な存

在によって証明される。たとえば，北部炭鉱夫の主要な給源はテインデ－Jレお
（註7)

よびリディスデーJレの辺境諸川とスコットランドであった。かく徴募された労

働者は雇用契約により終身拘束を義務ずけられたのであり，違反者は罰せられ

た。すなわち「前借金」による「年季契約制度」 annualbondがそれであ

る。当時，炭鉱労働者の炭鉱聞の労働移動は瀕繁であり，北部炭鉱においては

勤続10年以上の労働者は稀であったといわれるけれども，移動の自由は労働者

の側にはなかった。かくして，炭鉱賃労働における劣悪な賃金・労働条件は封

鎖的労働市場の構築を基礎として実現される。このととは，炭田が孤立し，し

かもすぐれて「特権マニユ」として展開した北部炭鉱業において著しい。北部
（註8)

では，炭鉱労働者は他産業の労働市場から完全に締め出されていた。

つぎに賃金については，第3表にみられるように賃金額は時と所によってそ

れぞれ異なるが，大規模炭鉱に共通してみられるのは直接生産点における出来
（註9)

高賃金制の採用であゥた。すなわち，大規模炭鉱では，労働過程における労働

者杭轄の困難はすでに17JW：紀に採炭夫および掘進夫にたいする出来高形態によ

る賃金支払を一般化させたのであり，それは oncostmanにたいする日賃金支

払と組合わされていた。
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第 3表採炭夫賃金に関する資料

年次｜ 炭 坑 ま 7こ lま 地 域 ｜賃金形態 l日賃（d金．）額
1461 南ダー フ ム 日賃金 5 
1526 ノツテインガムシヤー，ウーレートン 出来高賃金 4～13 
15b3 スタッフォードシヤー，ベアデザート（小炭坑） 日賃金 （標準） 6 
1600 ランカシヤー，ウーズ．リー （。） I/ 6～8 
1610 サマセット，クラットン ( // ) I/ （最高） 8 
lb世紀初葉 ノーサムパーランド，ガスリツク 不明 7弘
I/ 砂 、グリッフ I/ 18 
I/ ウエア渓谷 出来高賃金 10～12 

資料） J. U. Ne£, The Rise of British Coal Industry, p. 181.より作成。

炭鉱賃金における格差は地域的にその度合を異にするのであるが，たとえば

サマセットのクラットンでは主として年少労働であった運搬夫の週賃金は1610

年には ls.6 d.であり，採炭夫の半分以下であった。これにたいし， 18世紀初

葉ウエア渓谷では成年男子労働として遂行された運搬夫日賃金は10～lld.で採
（註10)

炭夫のそれと確たる差を生み出してはいない。一般的にいえば，炭鉱賃金にお

ける格差の有無は，炭鉱資本の性格と密接な関係をもっている。すなわち，す

ぐれて「特権マニユ」として展開した北部炭鉱業においては，資本は前述のご

とき封鎖的労働市場の構築に成功し，ために炭鉱賃金は飢餓賃金として低水準

に固定せられ，したがって労働の質にたいする評価の未成熟を反映して格差は

ほとんど生じなかった。他方，他産業とくに毛織物工業における「下からのマ

ニユ」展開と結節しつつ，自らも「下からのマニユ」として展開したミツドラ

ンド炭鉱業においては，格差賃金の成熟がみられるのであるが乙の点について

は後述する。

さらに， 「マニユ」賃金特有の現物賃金制と賃金控除とが存在した。タイン

炭田炭鉱資本はすでに「内乱」以前に炭鉱労働者にたいする食料供給を独占し

ていたし， 1662年には食料およびその他の商品を市場価格以上で購入するよう

強制しているとの坑夫による非難が記録されている。すなわち， 「トラック・

システムは石炭鉱業においては古い起原をもち， 19世紀初葉にミツドランド炭
（註11)

鉱地帯で一般的になる 100年以上も前にイギリス北部の慣行であった。」さら

に，坑夫はツノレハシなどの工具を自己負担しなければならなかったし，ボタの
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混入や量自の不足を理由に賃金をカットされた。そのほか，旧来の慣習として

17世紀になお存在していた住居・食料・飲料・燃料などの現物給付は減少傾向

を示していたし，年季ボーナス annualbonusesを主な内容とする割増金も
（註12)

賃金カットを考慮すれば大した額にはならなかった。

労働時聞についての詳細は不明であるが，たとえば1603年ペムプロークシヤ

ーでは朝6同ーから夕方6時までのうち，昼食時間1時間を差し引いた残りが実
（註13)

働時間であった。最後に，炭鉱賃労働未確立の指標として就労日の小ささがあ

げられねばならない。 1550年から1700年にかけて，炭鉱夫の年閣就労日数は1

年の半分以下であったのであり， たとえば1583年ベアデザートでは最高196

日，平均140日以下であった。このように顕著な過少就労にもかかわらず，北

部では坑夫およびその家族は副業の機会に恵まれなかった。 17世紀に入るとと

もに不況の年には深刻な失業問題を惹起したのであるが，対策は何ら詰じられ
（註14)

ず，炭鉱労働者は不況期にはいっそうの飢餓状態に陥った。炭鉱労働における

このように劣悪な労働条件は坑内労働という特質とあいまって災害率および疾

病率を高からしめたのであり，炭鉱労働者の死亡率の著しい両さという結果を

もたらしたことについてはいうまでもない。

以上にみたように，石炭鉱業では大規模マニユフアクチユアの成立にもかか

わらず，坑内労働は「採炭作業における熟練労働（先1[1）と不熟練労働（後
（註16)

山）との単純協業」に停滞しており，監督上の困難と相まって，資本の直接生

産点掌握は不十分なものであった。ここに採炭夫（熟練労働者〕の抵抗はかな

りの意義をもちえたのであり，それは炭鉱業における雇用規模の大きさによっ

て加重された。事実，炭鉱労働運動は，一方では，作業日数の増加と規則化

を，他方では，労働の質および強度をE当に織込んだ出来高賃率の確保を追求

しつつ展開されたのであるが，それは市民革命以降のことであった。

註1) Cf., J. U. Nef, The Rise of British Coal Industry, Vol. 2., p. 135. 

註2) J. U. Ne£, The Process of Technology, pp. 10-11. 

註3) Cf., J. U. Ne£, British Coal Industry, Vol. 2., pp. 135-45. 

註4) Cf., J. U Ne£, ibid., Vol. 2., p. 140. 

註5) 正田誠一， 「中小炭鉱問題の本質J（九大経済学部30周年記念論文集所収）
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P. 688. 

註6) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 135-45. 

註7) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 145-50. 

註8) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 151-66. 

註9) 深さ10フアソム以下の小規模炭鉱では，労働者は日賃金または週賃金で雇われ

7こ。

註10) Cf., J. U. N ef, ibid吋 Vol.2... pp. 189-90. 

註11) J. U. Nef, ibid”Vol. 2吋 p.188. 

註12) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 185-89. 

註13) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., p. 187. 

註14) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 183-85. 

註15) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., pp. 168-73. 

註16) 吉村朔夫， 「石炭鉱業における社会政策の形成J九大産労研所報 No.10., p. 
18. 

マニユフアクチユア期におけるイギリス毛織物工業は「産業の基軸」として

諸産業のなかで圧倒的に重要な地位を占めたのであり，イギリス工業における

発展の中心が毛織物工業にあったととについてはつとによく知られている。

毛織物工業においては，すでにマニユフアクチユアの成立より早く，紡毛・

杭毛・織布・染色・仕上などの諸工程は労働者の専属機能として同定されてい

た。しかし，労働手段（紡機・織機）の共同利用の困難という特質！と規定され

て，単一作業場への毛織物工の集中一ーとくに紡毛工および織布主について

ーーは極めて困難であった。したがって，すぐれて「下からのマニユ」展開を

とげたヨークシヤー西部農村毛織物工業地帯においてさへも，毛織物マニユフ

アクチユアは「分散マニユ」形態をとったのであり，紡毛工の大多数と織布工

の半数は「マニユ」資本の問屋制下請下に編成＝組織されていた。

すなわち，大塚久雄教授は， 1588年のー農村織元経営における労働力配分の

資料によりつつ， 「当時ヨークシヤー西部の農村工業地帯，とくにリーズ附近

では，少なくとも60人の労働者によるマニユ経営がすでに人々の経験的知識と
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なりうる程度にまで成長していた乙とがわかる。そして，その60人の労働者の

うち，紡毛工程の大部分と織布工程の半ばが問屋制下請の姿をとっていたとし
（詮1)

て，ほぼ20-30人の労働者を擁する職場が経営の中心に存在した」 （第4表参

照）と指摘されている。さらに続けて，教授は「標準的な『職場主』織元の経
（註2)

営規模について，それを一応 2,30人を雇用する程度のマニユフアクチユアj

と規定される。

第4表 農村織元経営における労働力配分に関するー資料

(15四年，りーズのー織元の証言）

場

ノーザン・ダズンを週に4反製造する場合の労働者比率

選毛・除塵および染毛 12 

紡糸および刷毛 30 

織布および仕上 12 

（うち仕上工4人？）

雑役・運搬 6 

合計 60 

トジ：？＇｛週 lζ10反製造する場合の労働者比率

選毛および除墨 6 

紡糸および刷毛 40 

織布 8 

仕上 6 

（うち2人は補助労働）

合計 60 

資料） 大塚久雄， 「マニユフアクチユアの歴史的形態」， p.278 

註j 帯長さ12ヤード，幅1弘ヤードの広幅毛織物。

榊長さ18ヤード，幅1ヤードの小幅毛織物で白地のまま売られた。

したがって，毛織物「マニユjは家内工業をその「外業部」として広汎に利

用しえたのであり，固定費を節約しえたばかりか，家内労働者相互の競争意識

を出来高賃金と結節せしめるととによって，家内労働者を劣悪な労働条件の下

に固定する乙とに成功したのであった。乙のような事情は毛織物工全般の賃金

・労働条件に反映せざるをえなかったのであり，家内工業の諸弊害として一般

に指摘されているものが毛織物工業における賃金・労働条件を特徴ずけるとと

になる。劣悪な賃金水準（乙れに付随する賃金控除と現物賃金〕，長時間労働

および雇用の不安定性がそれである。
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以下，ヨークシヤー西部における毛織物工の賃金・労働条件についてみてゆ

とう。まず織布工について。ウエスト・ライデイングにおける「『非常に熟練

の』織布工または縮械工の収入は，熟練坑夫および比較的高級の農業年雇より
（註3)

低く，かつ牧草または穀物刈取人以下ですらあった」と指摘されるように，織

布工の賃金水準は相対的にも低い水準にあった。日賃金に換算した織布工賃金

は， 16世紀80年代以後，カージー織工5d.，ダズン織工7d.以下であり， 17世
（註4)

紀には一般に7d.以下であった。

織布工賃金は一般に出来高形態をとったのであるが，たとえば1588年ウエス

ト・ライデイングにおける反当り賃率はカージー織 1s. 8 d.ダズン織3s. 4 

d.であった。標準作業量は，前者では織布工1人で週に 1.5反織るのが普通で

あり，後者については織機1台につき織布工2人を必要とし，ともに熟練織布
（註5)

工であった場合にのみ週に2.5反織りえたといわれる。ダズン織については，

それが織布工の家庭内で遂行された場合には，彼は補助労働者として職人を雇

用し，その所得の%と若干の現物賃金を支払うのが原則であったとされてい
（註6)
る。乙れから逆算すると，ダズン織における親方織布工の日賃金は8d.，職人

織布工は5d.と推定される。

労働時間は14～15時間に及ぶ長時間労働が一般的であり， 18世紀には15～16
（註7)

時聞に達した場合も少なくなかったといわれる。さらに雇用期聞については，

徒弟条例により契約期間 1年と規定されており，毛織物工は同一雇主への 1年

の拘束を義務ずけられていた。ところで， 「マニユ」期を一貫して不況j切には

織布工の失業がみられ，チユーダーおよび初期スチユアート朝の解雇禁止の法
（註8)

令も実効をもたなかった。したがって，徒弟条例における契約期間 1年という

規定は乙こでも，もつばら雇主の権利として，不完全就業と共存していた。

つぎに，紡毛工程は軽労働＝不熟練労働であり婦人・児童労働によって一般

に遂行された。紡毛工は全国の農村地帯に拡散しており，紡毛工業は言葉の厳

密な志味において「家内工業」 cottageindustryであった。したがって，賃

金は出来高形態をとるのであるが，たとえばウエスト・ライデイングにおけるス

トーン当り賃率は1588年以後ほぼ 1世紀にわたり 1s . 8 d ., 2 s . 6 d .，また

は2s. 8 d.の3段階に分れていたりこれを日賃金に換算すると，わずかに1.5 
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（註9)
d., 2 d.および4d.でしかない。紡毛工賃金はまさに生計補充的低賃金であ

った。乙のことは，それが賃金裁定の対象たりえなかったととからも容易に推定

される。かかる低賃金は長時間労働と共存していたのであり，紡毛労働は17～

181廿紀を通じてまさに［苦汗労働JSweating Labourであった。さらに，紡

毛工の劣悪な賃金が「マニユJ賃金特有の，たとえば「カケ目のゴマカシ」に
（註10)

よる賃金カットなどによって引下げられたことはいうまでもない。

もつばら織元の作業場で労働した染色工・縮杭工・糊付工・男毛工などの仕

1-：.工にたいしては，労働の性質からみても，時間賃率は別に問題を含まず実施
（註11)

きれたように忠われる。しかし， ζこでもマニユフアクチユア特有のトラック

・システムおよび賃金遅払がみられた。前者については，法外な価格での現物

約十！（食料，その仙の商品），古い家賃および特定店舗での生活必詰品購入の

り6}(j;IJなどがあけずられるし，後者については，約束手形による賃金支払がみら
（詮12)

れ，労働者はその初引lとともなう損失を避けえなかった。

以上！とみたように，毛織物工業における労働力編制のうちには，農村地帯の

不熟練労働力（姉人・少年）が紡毛工程を中心に大量に組入れられていた。 /Ul

Ji，毛織物生産における熟練の強力な残存は，分業の著しい展開と結びつい

て，ツ7倒ブ］の等級制二賃金格差を発展せしめた。たとえば， 17世紀ウエスト・

ライデイングでは，←；［土上工およびダズン織工（日賃金8d.）一一（斗カージ一

級工 門夕刊ズン織補助職人一一同成年同人紡毛工（目賃金4d.）一一同未成

介紡毛主（円賃金2 3 d.〕という職種間賃金序列が成立していた。しかし，

かかるl抗感：間賃金序列の成立にもかかわらず，毛織物工業における賃金・労働

条件は，それが農村不熟練労働者の生計補充的低賃金に直接的な基礎をおくも

のであった限り， 「飢餓賃金」の域を脱しえなかった。毛織物工業における職

杭間賃金序列の成立は労働の質と量ヒ対する社会的評価の確立を指標するもの

ではなかったのであるν

このことは主織物工賃令の地位を相対的！こ低いものにした理由でもあった。

たとえば， 1647年ウエスト・ライデイングの賃金裁定では，裁定日賃金額は熟

練織ィ1i了 8d.にたいし採炭夫10d.であった。しかし，毛織物労働者が労働の質

と量とを正当に織込んだ出来高賃ネを追求するに烹るや，賃金規制 「飢餓賃
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金」と出来高賃金との矛盾は早晩表面化せざるをえない。それはまた徒弟条例

による賃金規制方式との衡突ででもあった。たとえば前記ウエスト・ライデイ

ングについてみても， 1647年裁定における織布工賃金の裁定額は出来高賃金の

日賃金換算額よりも高く，裁定がまだ実効をもちえたことを示すが， 1671年裁
（註13)

定では繊維条項は消滅してしまっている。しかし，賃金規制方式廃棄のために

は，－l!J"氏革命以降におけるマニユフアクチユア労働運動の大規模な展開を必~

としたのであった。

註1) 大塚久雄， 「マニユフアクチヤの歴史的形態」経済研究 Vol.7, No. 4., pp. 

278-79. 

註2) 大塚久雄， 「近代欧州経済史序説JJ二の2,p308. 

註3) H. Heaton, The Assessment of Wages in the West Riding of York-

shire in the 17th and 18th Centuries, Eco. Journal, Vol. 24.,pp . 226-27 

註4) Cf吋 H.Heaton, ibidリ p.234. 

註5) Cfリ H.Heaton, ibid., p. 234. 

註6) Cf .. E. Lipson, ibid., p. 61. 

註7) Cf吋 E.Lipson, ibid勺 pp.61,68. 

註8) Cfり E.Lipson, ibid., pp. 108-11. 

註9) Cf吋 H.Heaton, ibid吋 pp.234-35. 

註10) Cfり E.Lipson, ibidηpp. 62-66. H. Heaton, ibidηpp. 234 -35. 

註11) Cfり H.Heaton, ibid.; p. 227. 

註12) Cf吋 E.Lipson, ibid, pp. 107-8. 

註13) Cf吋 H.Heaton, ibidり pp.227-29. 

第 3t:i行マニユフアクチユアにおけるj元労働関係の民間構浩

以上にみたように，マニユフアクチユアにおける賃金・労働条件は絶対主義

の賃金・労働政策に基礎をおきつつ展開したのであった。いうまでもなく，マ

ニユフアクチユア労働者にたいする搾取と抑圧の発現形態は地域・産業によっ

て異なるものであったが，その賃金・労働条件は総じて飢fn~i宅金・長時間労倒
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－不完全就業・労働者緊縛によって特徴ずけられるものであった。

岡山に，マニユフアクチユアにおける分業の展開は，一方では，単純な諸作

業を労働者の専属機世として同定しつつ，大規模な不熟練労働者層の形成をも

たらすとともに，他方では， 「7 ニユ」生産の基軸工程は依然として熟練労働

への依存を余儀なくされるものであった。したがって，マニユフアクチユアの

下では，労働者はその主要な特怯一強度・熟練・精神的注ぷ力一ーに応じて

編成され，それとともに労働力の等級制が発展する。この結果，マニユフアク

チユア内部における賃金序列が服成される。それは，産業内部における職種間

格差にとどまるものではなく，産業間のそれをも含むものであった。たとえ

ば，地域的限界をもちながらも，横断的労働市場の成立が早かったウエスト，

ライデインクーでは， 1647年の裁定にはH熟練子工業（規方→職人→徒弟〕一一
（註1)

同炭鉱夫一一日毛織物工という賃金序列がみられた。

さきに触れたように， 「マニユj賃金は賃金形態における出来高賃金と密接

に結合していた。すなわち，基軸工程ニ熟練労働部刊における統轄の困難は出

来高賃金制の採用により補強され回避された。出;,Iミ高賃金命！Jの採用は賃金形態

そのものによる労働の質および強度の規制を可能なものにする。それは， 一方

では，強度の様準度をI記め，労働日の延長を員金形態そのものによって実現す

るとともに，他方では，単位賃率の切下げおよび賃金カットと結びっくことに

より， 「マニユJ賃金のいっそうの劣悪化をもたらした。とくに炭鉱業では，

単位切賃ネの成立は lすぐれて採掘の自然条件lこ支配される稼行量に浩i射され
（註2)

ることによって，賃金の扶養的性格を手ひどく剥奪」したのであった。

出来高賃金は乙のように賃金水準そのものを低下させる作目をもつのである

が，それは個別賃金を平均以 El乙高めることと矛j面するものではなく，むしろ

その実現によって賃金水準を引下げてゆく。このような怠味におG＇て，賃 52裁

定制度は［マニユ」資本にとっても次第に極措と化してゆくのであわ，たとえ

J.H647年ウエスト・ライデイングにおいて，出来高賃金の日賃会投算として裁

定されていた織布工賃金は1671年裁定では他の毛織物工賃金とともに裁定の対

象から除外されている。これにたいし，労働市場j巴握が極めて強｜可であったJヒ

部炭鉱業では，賃金裁定は当初から適用されなかった。なお，出来高賃金の探
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用が労働の質と強度の正当な評価を志味するものでなかったことについてはす

でに触れた。

市民革命は，絶対主義の産業独占政策を廃棄することによって，産業資本展

開におけるレツセ・フェア原理の確立を表示するものであった。市民革命以

後， 「マニユ」生産力の発展は顕著であり，作業場規模の拡大は特に旧工業に
（註3)

おいてーーたとえばヨークシヤー毛織物工業 著しかった。市民革命を契機

として，マニユフアクチユアの賃労働関係はイギリス社会における基本的な対

立関係となった。とはいえ，徒弟条例および初期救貧法の存続にみられるよう

に，産業資本展開におけるレツセ・フェアは直ちに賃労働関係規制原理におけ

るレツセ，フェアをぷ味するものではなかった。絶対主義の賃金・労働政策は

市民革命以後も積極的に推進されたのであり，乙の｜浪りマニユフアクチユアの
（註4)

賃労働関係は展望を欠いている。

とはいえ，マニユフアクチユアにおける自律的な労働力統轄機構の欠如は，

熟練労働の強力な残存と相まって，熟練労働者を中心とする「マニユ」労働者

の抵抗＝組織要因の展開を許すのであり，この結果， 「マニユ」労働者の側か

ら下からのレツセ・フェアへの接近が市民革命以後においてみられることにな

った。

註1) Cfり H.Heaton, ibidり pp.221-28. 

註2) 吉村朔夫，前掲論文 p.21. 

註3) 「リーズやハリファックス地方の手工業者と並んで（とにかく18世紀には），

一つの仕事場に1ダースまたはそれ以上の織機を集めていた『マニユ』織元がいた

し，また，デフオーの述べている例では一つの屋根の下に椛毛，紡毛，織布，仕上げ

等の工程が統合されていた。」 (M. Dobb, Studies in the Development of 

Capitalism, p. 149.邦訳I,p. 211) 

註4) 戸坂嵐子， 「16, 7世紀イギリスにおける賃金規制の特質についてJ社会政策
学会年報No.4ηpp. 146-47.参照。

市民革命以後，熟練労働者を中心とする「マニユ」労働者の組織化と斗争は
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急速に'le毘したのであり，斗争は17世紀後半以後デモ，スト，議会への詰蹴，

暴動なとのあらゆる形態をとって激jきした。 「マニユj労働運動は，総じて，

-}jでは，賃ツJ働専業化および労働の質・強度を正当l乙織込んだ出来高賃率の

確保を追求しつつ，他方では，不熟、練労働 ー特に婦人・児童労働ーの導入

阻止を目的として展開された〉以下，その態様をみてゆ乙う。

まず111ーに，賃金について。毛織物工業においては， 「1688年の革命は……
（註1)

直ち！と労働組合述到の勃活をともなった」と述べられるように，織布工・杭毛

工.tl:ヒi；の職印刷j組織が17世紀末から18世紀にかけて地域的規模で急速に発

展したっそれらは，病人救済のための共済団体であることを表面上の目的とし

たのであるが，事実は，賃金および労働条件 主として徒弟規定の維持一ー

の維持・改蓄を基本的な百的とするものであった。熟練毛織物工の斗争は，毛

織物「マニユ」の強力な抵抗lこ直面したとき，しばしば暴動をともないつつ展

開したのであり，この所1-'Eとして，団体交渉による賃金・労働条件の決定方式

が一般化してゆく。かかるドーからの発展の反映として，毛織物工業における賃

金裁定は1756年に法的にl発止され，それ以後，団体交渉による決定方式に委ね
rn12) 

られるに至った。この結果，毛織物工の賃金は18世紀lとはかなりの上昇ーをみた

ようであり，fことえば1770年ヨークシヤーにおける織布工の週賃金は7～9s. 
（註3)

に上昇した。乙れに牽引されつつ，紡毛工日賃金も婦人4～6d.，児童2～4
（註4)

d.＇こ上昇した。

北部炭鉱業においても，炭鉱労働者の組織と団結は市民革命以後具体化し

たο1662年には， ダーラムおよびノーサムパーランド炭田の「少なくとも2

千人以上の坑夫の岩名の下に」炭鉱主および鉱夫頭の虐待にた 11、する抗議が国

王に提出主れており，記録lこは残されていないが， 「ある組織形態が鉱夫問
（註5)

l乙存在したにちがいないと思われる。」 その他， ニューキヤツスルのJD夫前

keelmen が， 1互上げと共済資金の設定を要求して，デモ，ストおよび暴動を

ともないつつ， 165L101：以後数凶にわたって斗争したことが記されている。この

斗争は， 1710年のストライキにおいて頂点に達し，軍隊の山引によって鎮圧さ

れたのであるが，このときJ＂.）－夫昨にたいする炭鉱夫の援助があったといわれ
(H6) 
る乙 18tU：紀iとも炭鉱夫の「騒擾jは瀕発したのであるが，日己保（こ残されている



賃労働論におけるマニユフアクチユア -57 -

のは「穀物騒動」 Corn riotsである D それは，凶作の年であった「1709,27 

～28, 40, 56～57年と断続的に勃発し，賃労働者のあらゆる階層が……参加し
（註7)

たが，その主体は終始，炭坑夫群に存していたといわれる。」

このような炭鉱労働者の斗争にもかかわらず，鉱夫賃金は，出炭量増加のテ

ンポがにぷり，新規労働力に対する需要が停滞した17世紀後半以降，むしろ停

滞傾向を示す。かえって1575-1625年には「特権マニユ」展開一一炭鉱夫需

要の増大を反映して，賃金は一貫して上昇している。しかし，乙れとて物価水

準の上昇に遅れて生じたものであり，実質賃金の上昇を表示するものではなか
（註8)
った。かくして，タイン・ウエア地域における炭鉱夫組織の斗争は「炭鉱賃労

働の確立」を目的としたけれども，炭鉱資本は，前借金による「年季契約制

度」を強化しつつ，依然として封鎖的労働市場を維持しつづけた。そこでの，

炭鉱夫組織の斗争は， 「坑夫社会の飲食費中心の限界的な生計費構造に対応す
（註9)

る」ものであり， 「トラック・システムを一段と強固ならしめ」たにすぎなか

った。さきに指摘したように，北部炭田では， 18世紀初葉に至っても熟練と不

熟練とのあいだには確たる賃金格差すら生じえなかった。

これにたいし，下からの資本主義の発展と軌をーにして展開したミツドラン

ド炭鉱業では，事情を異にする。そこでは，炭鉱賃金は市民革命に至るまで大
（註10)

幅な騰貴を阻止されていたのであるが，賃金格差は横断的労働市場の成立を反

映して早くからみられた。たとえば，ウエスト・ライデイングの賃金裁定にお

ける炭鉱夫日賃金は， 1647年採炭夫10d.，運搬夫6d., 1671年採炭夫1s.，運
（註11)

搬夫6d., 1684年運搬夫8d., 1695年運搬夫lOd.であった。しかも，このよう

な炭鉱賃金における職種間序列の成立が産業聞のそれに包摂されるものであっ

たことから知られるように， ミツドランドの炭鉱労働者は，北部とは異なって

副業の機会多く，過小就労による所得低下を阻止することができたD

したがって， ミツドランド炭鉱業においては，市民革命以後における下から

の賃労働関係近代化の展開と軌をーにして，就労日数の延長・正常化により賃

労働専業化を実現するとともに，賃金の大幅な上昇がみられた。たとえば，採
（註12)

炭夫日賃金は1647年裁定10d.から1770年には 1s. 6 d.へと上昇している。こ

のように，横断的労働T!f場の成立がみられたミツドランド炭鉱地帯においては，
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飢餓賃金の解体が展望されるに至る。乙れにたいし，炭鉱資本はわずかに不熟

練労働＝「後山坑夫の犠牲における請負賃金・親方賃金」制度としてのパツテ

イ・システムを示向することによってわずかに対応形態を打ち出しえたにとど

まった。

つぎに，不熟練労働の導入について。マニユフアクチユアにおける分業の展

開とともに，単純な諸作業は労働者の専属機能として固定されるのであり，

「マニユ」期においてすでに大規棋な不熟練労働者層が形成される。すでに述

べたように，毛織物工業における紡毛工程の婦人・児童による遂行は先行する

小計業段階の産物であったが，ダズン織において補助労働者として機能した不

熟練の職人や仕上工程における少年の使用はとの時期の産物であった。炭鉱業

においては分業は比較的単純な形態をとったのであるが，坑内運融は不熟練労

働者lζ委ねられていた。そのほか，たとえば17［世紀の板ガラス工業には不熟練
（註13)

労働者の大量使用がみられた。

しかし， 「マニユ」生産の基軸工程が依然として熟練労働に依存するもので

ある限り，基軸工程への不熟練労働の導入は熟練労働者の強力な抵抗／Cr註匝し

た。毛織物工菜においては，：.＼｝＼｛点労働者によって本来行われていた織布・仕上

工程への不熟練労働の導入は熟練労働者の強力な抵抗をうけた。そこでは， 18

世紀には徒弟制度は実質上解体していたといわれるけれども，徒前／Jjlj皮の維持

は18世紀労働運動の主要な要求の一つであった。徒弟規定は，法的には1734年

に廃止されたとはいえ，実際には団体交渉によって決定されるに至っていたの

であり，かなりの変質を家りながらも，産業革命~J-jlと至るまで地；方的な慣習と
（註14)

して技存しつづけ7こ。

炭鉱業においても，坑内l＇±＇棋は不熟練労働者である後山によって遂行された

けれども，それはもっぱち成年男子に！ねられた。例外として， 16,17世紀にミ

ツドランドおよびサマセットの小規棋炭鉱で坑内巡搬に少年の使用がみられた

のであるが，一般的にいえば，坑内労働における婦人・児童の使用はほとんど

阻止されたままであった。たとえば，タイン沿伴の大規模炭鉱であったウイン

レートンでも， 1583年に労働者不足を理由に婦人を坑内労働l乙使用しようとの

企てが試みられたのであるが，それは炭鉱労働者の強力な抵抗に直目立して挫折
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した。タイン・ウエア渓谷では婦人が市民草命以前に坑内労働に使用された痕

跡は存在せず， 「マニユ」期を一貫してイギリスでは坑内婦人・児童労働は一
（註15)

般化しなかったといわれる。

註1) E. Lipson, ibid吋 p.120.

註 2) Cf., E. Lipson, ibid., pp. 114-17, 120-27. 

註3) Cf., H. Heaton, ibid., pp. 234-35. 

註4) Cf., E. Lipson, ibid., pp. 59-61. 

註5) J. U. Nef, British Coal Industry, Vol. 2., p. 177. 

註6) Cf., J. U. Nef, ibidηVol. 2.,pp. 177-80. 

註 7) 吉村朔夫，前掲論文 p.23. 

註 8) Cf., J. U. Nef, ibid, Vol. 2., PP. 191-97. 

註 9) 吉村朔夫，前掲論文p.24. 

註10) Cf., J U. Nef, ibid., Vol. 2吋 p.192. 

註11) Cf., H. Heaton, ibid., pp. 224, 29. 

註12) Cf., J. U. Nef, ibid., Vol. 2., p. 184. 

註13) Cf., J. U. Nef, The Rise of Technology, pp. 17-18. 

註14) Cf., E. Lipson, ibid., pp. 59-61, 116-17, 120ー26.

註15) Cf吋 J.U. Nef, British Coal Industry, Vol. 2り pp.148, 167-68. 

このように，毛織物工業では，団体交渉による賃金・労働条件の決定方式は

労働運動の展開を背景として18世紀のうちに一般化するに至った。それは，漸

次，全産業における賃金・労働条件の決定方式となってゆくのであるが，その

基礎には当該産業における熟練工の職種別組合の存在があった。すなわち，い

わゆる「18世紀労働組合」が， 19世紀の職種別組合の先駆をなすものとして，
（註1)

かなりの規模をもって成立していたためである。この結果，工業賃金は18世紀

にはかなりの上昇をみたのであり，それは特に熟練賃金について著しかっ

7こO

さらに， 18世紀労働組合の斗争は不熟練労働の導入阻止にも向けられたので

あり，このため不熟練労働者，とくに婦人労働者の使用は「マニユ」期を通じ
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て極めて制限されたままであった。婦人労働は，農業および紡毛労働などにお

いてはすでに普通事だったのであるが，その「マニユ」作業場内部への準入

ーピン製造業の如き例外はあるがーは一般に直止された。さらに，市民革

命による「徒弟条項」の廃止とともに「マニユ」作業場における児童労働大量

使用の趨勢が生じるのであるが，熟練労働者の斗争は，従来の徒弟規定の若干

の変質を許しながらも，それを地方的慣習として存続せしめつつ，児童労働の

使用を極めて制限した状態においた。総じて，各産業の基軸工程 たとえば

採炭・織布 は厳しく熟練労働者の子中に委ねられたままであった。また，

「マニユ」内部の付随的な部分工程一一一たとえば坑内運換 も不熟練の成年

男子労働者によって遂行された。

かくして，熟練労働者に主たる基礎をおく 18世紀労働運動は団体交渉にもと

ずく賃金・労働条件の決定方式を一般化せしめつつ，賃労働関係規制原型にお

けるレツセ・フェアの実現を下から展望せしめるに至る。それは， ＇）j’働移動の
（註3)

l~I 山の確保による統一的・横断的労働市場の成立を前提案件とするのであり，

「マニユJ賃金の飢餓賃金からの脱皮はこの出りにおいてのみ展唱されるにす

ぎない。ところで，かかる下からのマニユフアクチユアの員労働関係における

レツセ・フェアの民望，すなわち賃労働関係近代化の准進はマニユフアクチユ

アの再生産を著しく脅やかすものであった。したがって，それは［マニユ」

木の本格的な対応形態の発展を不可避とする。

その第一は「18世紀労働組合」に対する弾圧政策の展開であった。徒主（j条例

の各産業への具体化は市民革命当時にすでに困難となっていたのであるが，

「マニユJ資本は， 18世紀労働組合運動の民聞に対応して18世紀のうるに各産

業毎に団結禁止法を制定してゆくのであり，それは1799,1800年の岡結禁止法
（註4)

に接続するものであった。たとえば，毛織物工業における「団結禁止」の具体
（註5)

化はすでに1626年法lとみられるのであるが，それは市民草命後も効力をもちつ

づけた。このととは18111:紀ヨークシヤーにおける治安判事の主要な努力が毛織
（註6)

物工の団結禁止とその処罰に向けられたということに示される。

さらに， 18世紀労働組合運動の展開は産業革命を促迫するものであった。そ

の結果生じたマニユフアクチユアの機械；f;V工業への転化は，熟練労働そのもの
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を不熟練労働によって代替するための物質的基盤であり，熟練労働者の存立基

盤を崩壊せしめるものであったことについてはよく知られている。それはまた

18世紀労働組合の本質をなす職種別組合の存立基盤を解体せしめるものでもあ

った。かくて，産業革命は労働者の完全な無権利状態を展望するものにほかな

らない。

しかしながら，以上に明らかにしたように，マニユフアクチユアの賃労働関

係は自らのうちに展開構造をもつのであり，それは下からレツセ・フェア原理

への接近を示すものであった。かかる下からの展開は，産業革命による労働者

の無権利状態によっていったん中断されながらも，産業資本主義における賃労

働関係規制原理として拡大再生産される。まさに「18世紀労働組合」は19世紀

における職種組合の先駆であった。

註1) Cf., G. Unwin, ibid., pp. 196-227. 

註2) Cfり G.Unwin, ibid., pp. 164-71. 

註3) それは北部炭鉱業におけるさきの示例に典型的に示される。そ乙では，鉱夫組

織の存在にもかかわらず， 「マニユj賃金は依然として飢餓賃金の域を出ず，むしろ

不熟練労働者の犠牲において改悪＝再編成された。

註4) 片岡昇， 「英国労働法理論史Jpp. 65-73.参照。

註5) Cf吋 E.Lipson, ibid吋 pp.120-22. 

註6) Cf吋 H.Heaton, ibid吋 p.233. 




